
４ 指定障害福祉サービス等の提供体制の確保 

 

(1) 指定障害福祉サービス等の見通し 

主な指定障害福祉サービス等の利用状況をみると、これまで増加傾向で推移し

ており、今後も利用は増加する見通しです。 

   

  ＜訪問系サービスの利用時間の推移＞ 

 

   

  ＜訪問系サービスの利用者数の推移＞ 
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＜日中活動系サービス（６類型※）の月間延べ利用日数の推移＞ 

 

 

＜日中活動系サービス（６類型※）の利用者数の推移＞ 

 

 

※生活介護、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援（Ａ型、Ｂ型） 
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＜共同生活援助の利用者数の推移＞ 

 

 

＜指定計画相談支援の利用者数の推移＞ 
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＜児童発達支援の利用者数の推移＞ 

 

  

＜放課後等デイサービスの利用者数の推移＞ 
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＜保育所等訪問支援の利用者数の推移＞ 

 

 

（参考）サービスの利用拡大に伴う給付費の動向 

 障害福祉サービス費等負担金（当初予算ベース） 
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 (2) 指定障害福祉サービス等の見込量の確保のための方策 

第６期計画において設定した指定障害福祉サービス等の見込量の確保に向け

て、次のような方策を実施し、サービス提供体制の整備を図ります。 

 

ア 多様な事業者の参入とサービスの質の確保 

障害者総合支援法及び児童福祉法では、障がい者の選択の幅を広げるた

め、多様なサービス提供主体が参入することが期待されていますが、単に

サービスの供給量が増えるだけでなく、質の高いサービスをニーズに応じて

組み合わせて使えることが大切です。 

このため、障害福祉サービス等の利用者が個々のニーズに応じてサービス

を選択でき、また、事業者によるサービスの質の向上が図られるよう、障害

福祉サービス等情報公表制度＊31を適切に運用します。 

また、市町村と協力し、地域の実情に応じた質の高いサービスが多様な事

業者の参入によって確保され、事業者の切磋琢磨によりサービス水準が向上

していくという好循環が形成されるよう、人材育成や事業所の指導等に取り

組みます。 

 

イ 地域生活支援のための施設機能の活用 

障害者支援施設については、重度障がい者等に住まいの場を提供するだけ

でなく、本人の意思に応じて地域生活への移行に向けた支援を一層進めると

ともに、専門的なノウハウや人材を生かし、地域で暮らす障がい者に対する

支援や、地域福祉の拠点としての機能強化及び障がい者一人ひとりのニーズ

に応じた多様な事業展開を行うことなどが期待されています。 

こうした施設機能は、障がい者の地域での暮らしを支えるための重要な社

会資源になると考えられることから、市町村とも連携し、施設の積極的な取

組を促進します。 

  

ウ 重度障がい者に対応したグループホームの確保等 

地域における重要な住まいの場であるグループホームの設置は進んでいま

すが、重度障がい者が安心して生活できるグループホームの確保が必要で

す。そのため、「障害者グループホーム等サポートセンター」においては、グ

ループホームの設置を検討する法人等に対し、グループホームの設置・運営

に関する助言等を行うとともに、職員の支援技術向上のための研修を実施し

ています。また、県は、より多くの人員配置や、エレベーター、スロープの

設置といったバリアフリー化を図るグループホームを市町村と協調して支援
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します。 

さらに、精神障がい者に対応するグループホームについても、精神障がい

者を支援する人材の養成等により、設置を支援します。 

 

エ 医療的ケアや精神障がいに対応できる人材の養成 

施設と在宅の両面で、障がい者が安心して医療的ケアを受けられるための

人材養成を進めます。 

また、障がい特性から対応に専門性が求められる精神障がい者へのホーム

ヘルプサービス等についても、全ての障がい保健福祉圏域を対象に、精神障

害者ホームヘルパー研修を実施し、必要な知識や技術を習得したホームヘル

パーの養成と支援技術の向上を図ります。 

 

オ 在宅サービス等の充実 

医療的ケアや、行動障がいのある障がい者に対する在宅サービスが十分に

いきわたっていない現状があることから、県は、居宅介護事業者には、重度

訪問介護の指定も受け、実際にサービス提供も行うよう働きかけていきま

す。また、障がいの程度や、特性にとらわれず、本人の意思に基づき、地域

での生活を継続できるようにするため、医療型短期入所事業所の開設の支援

や、重度障がい者を受け入れる通所事業所等の整備について補助を行ってい

きます。 

このように、障がい者のニーズに応じて、訪問系サービス、短期入所や日

中活動の場の確保等により、在宅サービスの充実を図ります。 

   

カ 日中活動の場の確保 

施設・病院から地域生活への移行や、増加する特別支援学校の卒業者など

の受け皿となる日中活動の場を確保するため、在宅の重度障がい者等の生活

介護事業所などの整備を促進するとともに、障がい者の福祉的就労＊18に係る

支援を行います。 

 

キ 短期入所の充実 

短期入所事業所が、在宅の重度障がい者等の障がい特性に応じたサービス

を提供するために必要な施設・設備の整備を促進するとともに、障がい者の

地域生活への移行に対応するため、市町村に対し、介護者のレスパイト（休

息）の拡大を図る事業を支援します。 
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ク 相談支援従事者の養成・確保と相談支援体制の充実 

相談支援専門員＊12 の養成に必須とされている相談支援従事者研修に加え、

相談支援従事者のスキルアップのための研修や主任相談支援専門員の養成の

ための研修を実施するほか、地域の中核となる基幹相談支援センター＊17 の機

能強化・設置促進など、相談支援体制の充実強化に取り組みます。 

 

ケ 児童発達支援等の提供 

障がい児に対して指導訓練等の支援を行う児童発達支援等を提供するとと

もに、居宅介護、短期入所等を提供し、障がい児が身近な地域で必要な支援を

受けられる体制の充実を図ります。また、障がい児の発達段階に応じて、保育

所等訪問支援及び放課後等デイサービス等の適切な支援を提供します。 

 

コ その他の方策 

  「障がい者地域生活サポート事業」等を活用し、重度障がい者等の障害福祉

サービス等の利用促進や、サービス提供体制の整備促進を市町村と連携して支

援します。 

地域で生活する障がい者が、日中活動の場への移動がしやすいような環境等

の整備を行うとともに、医療費の助成や、地域活動支援センターへの支援を行

う市町村への助成、民間企業等への障がい理解促進の研修、障がい者の芸術文

化活動の振興など、地域で障害福祉サービス等を利用する障がい者への支援を

行います。 

 

サ 持続可能な障害福祉サービス等の提供 

  新型コロナウイルス感染症などの新たな感染症等のまん延や、災害等の発

生時においても、障害福祉サービス等が継続して提供されるよう、事業所等

における業務継続計画＊７の策定等を支援していきます。 

また、新型コロナウイルス感染症への対応として、事業所等からの感染防

止対策に関する相談へ対応するとともに、国の補助制度の活用等により、事

業所等における感染防止対策の継続を支援していきます。 

さらに、陽性者や濃厚接触者が発生した事業所等については、感染拡大防

止の措置を講じた上でのサービス継続に必要となる経費を補助するととも

に、法人・事業所間の応援職員の派遣等により、サービスの継続を支援して

いきます。 
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(3) 指定障害福祉サービス等の従事者の確保及び資質向上のための方策 

  指定障害福祉サービス等の見込量を確保するためには、サービスに従事する

人材が安定的に確保され、また、サービスの提供が適切に行われる必要があり

ます。そのため、次のような方策を実施し、従事者の確保及び資質の向上を図

ります。 

 

 ア 指定障害福祉サービス等の従事者に対する「当事者目線の支援」の普及 

    県立施設において、「当事者目線」の観点からより良い支援の方法を作り上

げるとともに、「当事者目線の支援」の考え方を県内の指定障害福祉サービス

等の従事者に普及させていくことにより、資質の向上を図ります。 

  

 イ サービス提供に係る人材の確保・育成 

      就職する際に一定の条件で返済を免除する貸付事業への補助等を実施し、

障がい福祉を担う人材の確保を進めます。また、研修を行う民間事業所等の

指定を通じて、研修の受講機会を確保し、人材の確保に努めるとともに、一

定の基準に基づく研修事業の指定や指定事業所の指導を通じて、人材の資質

の向上を図ります。 

また、指定障害福祉サービス等が円滑に実施されるよう、相談支援専門員＊

12、サービス管理責任者＊29や児童発達支援管理責任者＊30等に対する研修を実

施し、指定障害福祉サービス等に係る人材の確保と資質の向上を計画的に図

ります。 

さらに、グループホーム等の職員の支援技術の向上のための研修、介護職

員等によるたんの吸引等の医療的ケアに関する研修、精神障害者ホームヘル

パーの養成等を行う研修、強度行動障がい＊５のある方の支援者養成研修等を

実施し、サービス提供人材の確保と資質の向上を図っていきます。 

研修等の実施に当たっては、「当事者目線の支援」を実践するため、支援を

行う側と受ける側との共通理解を図り、実際の支援の場での適切な対応に生

かしていけるよう「当事者目線」の考え方等を踏まえた講義を盛り込むな

ど、カリキュラムの充実を図ります。 

  

ウ 指定障害福祉サービス事業者等に対する指導・監査 

障がい者が安心して質の高い障害福祉サービス等を利用できるよう、ま

た、サービスを提供する事業者等の健全な経営を確保するため、指定障害福

祉サービス事業者等に対して、指定基準等の遵守に係る指導や監査を実施し

ます。 
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エ 障がい者の権利擁護の推進 

   (ｱ) 成年後見制度＊32の利用促進 

成年後見制度の適正な利用を促進するため、必要な経費について助成を

行うとともに、かながわ成年後見推進センター＊33を設置し、市町村社会福

祉協議会の法人後見受任等の促進や市町村職員等研修会の実施など、利用

しやすい成年後見の仕組みづくりに取り組みます。 

また、どの地域においても必要な方が成年後見制度を利用できるよう、

市町村における権利擁護支援の地域連携ネットワーク及び中核機関の整備

に対し、必要に応じて支援します。 

   (ｲ) 権利擁護相談体制づくりの推進 

     神奈川県社会福祉協議会が行う福祉サービスの利用援助事業や福祉サー

ビスに関する苦情相談に対応する「かながわ福祉サービス運営適正化委員

会」の運営等を支援します。 

   (ｳ) 障がい保健福祉圏域における取組 

政令市を除く５つの障がい保健福祉圏域に設置した圏域自立支援協議会

における機能の一環として、各障がい保健福祉圏域における権利擁護の推

進を図っていきます。 

 

オ 障がい者虐待の防止 

障害者虐待防止法を踏まえて、神奈川県障害者自立支援協議会＊16に権利擁

護部会を設置し、障がい者虐待の未然防止及び虐待を受けた障がい者への支

援等について検討を行うとともに、神奈川県障害者権利擁護センター＊34を設

置し、虐待防止に向けた仕組みづくりを推進します。 

    また、グループホームの職員等を対象とした研修において、支援技術の向

上と併せ、通報義務や通報者の保護に関する周知、人権意識の啓発に努め、

相談支援専門員＊12に対して、訪問による相談支援の機会等を通じた虐待の早

期発見について周知を図ります。 

    さらに、当事者に対しても虐待に関する周知を推進していきます。 

 

カ 指定障害福祉サービス等の事業者に対する第三者の評価 

評価機関の認証、評価調査者の養成、評価結果の公表等を担う「かながわ

福祉サービス第三者評価推進機構」の運営を支援することにより、福祉サー

ビスの第三者評価を推進します。 
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また、事業者に対する第三者評価の受審及び評価結果の公表の促進等に努

めるとともに、障害福祉サービス等情報公表制度＊31の活用により、事業者に

よるサービスの質の向上を図っていきます。 
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